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【一般会計】

                                    区分 令和７年度 令和６年度

当初予算(案) 当初予算 増減額 増減率

 予算科目(款・項） Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

財務部  合計 32,475,812 31,660,857 814,955 102.6

  (款２) 総務費 3,475,131 2,989,589 485,542 116.2

 (項１) 総務管理費 1,494,032 1,184,775 309,257 126.1

 (項３) 徴税費 1,981,099 1,804,814 176,285 109.8

  (款４) 衛生費 1,765,790 1,698,558 67,232 104.0

 (項１) 保健衛生費 1,675,320 1,607,516 67,804 104.2

 (項２) 環境衛生費 90,470 91,042 ▲ 572 99.4

  (款７) 商工費 480 0 480 皆増

 (項１) 商工費 480 0 480 皆増

  (款８) 土木費 5,331,172 5,609,769 ▲ 278,597 95.0

 (項５) 都市計画費 5,331,172 5,609,769 ▲ 278,597 95.0

  (款１２) 公債費 21,803,239 21,262,941 540,298 102.5

 (項１) 公債費 21,803,239 21,262,941 540,298 102.5

  (款１３) 予備費 100,000 100,000 0 100.0

 (項１) 予備費 100,000 100,000 0 100.0

                                    区分 令和７年度 令和６年度

当初予算(案) 当初予算 増減額 増減率

 予算科目(款・項） Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

出納課　合計 166,295 127,397 38,898 130.5

  (款２) 総務費 166,295 127,397 38,898 130.5

 (項１) 総務管理費 166,295 127,397 38,898 130.5

１ 令和７年度 財務部・出納課所管予算（案）総括表

(単位：千円、％)

対前年度比較

(単位：千円、％)

対前年度比較
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【公債管理特別会計】

                                    区分 令和７年度 令和６年度

当初予算(案) 当初予算 増減額 増減率

 予算科目(款・項） Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

公債管理特別会計  合計 24,729,121 22,779,674 1,949,447 108.6

  (款１) 公債費 24,729,121 22,779,674 1,949,447 108.6

 (項１) 公債費 24,729,121 22,779,674 1,949,447 108.6

【駐車場事業特別会計】

                                    区分 令和７年度 令和６年度

当初予算(案) 当初予算 増減額 増減率

 予算科目(款・項） Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

駐車場事業特別会計  合計 308,845 296,261 12,584 104.2

  (款１) 駐車場費 308,845 296,261 12,584 104.2

 (項１) 駐車場管理費 308,845 296,261 12,584 104.2

対前年度比較

対前年度比較

(単位：千円、％)

(単位：千円、％)
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【賦課徴収事務費】 

 

 ２ 土地評価事務費について 

［資産税課］  

  

  (1) 予算額           １２５，４６５千円 

 

財源内訳 一般財源      １２５，４６５千円 

 

  (2) 事業目的 

    固定資産評価基準に基づき、令和９年度評価替えに向けて適正な 

   土地の評価額を算定するもの。 

 

  (3) 事業内容 

   ア 不動産鑑定評価業務委託   ９５，０４７千円 

     状況の類似する地域ごとに選定した、標準宅地の令和８年１ 

    月１日時点の価格について、不動産鑑定士に鑑定評価を委託す 

    る。 

 

   イ 土地評価業務委託      ３０，４１８千円 

    委託期間    令和６年度から令和８年度 

    委託料     ７４,７４５千円(総額) 

    令和７年度(２年目)に行う主な業務内容 

     ① 土地評価用の路線の新設及び既設路線の整理見直し 

     ② 価格形成要因調査 

路線価を算定するために必要となる、道路幅員や公共施

設及び商業施設等からの距離、都市計画用途地域などの調

査を行う。 
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